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協働・共感で響きあう  まちづくりをLEADする  京丹後市商工会

京丹後市商工会 〒627-0012 京都府京丹後市峰山町杉谷836-1
●TEL.0772-62-0342 ●FAX.0772-62-3553
●URL:http://kyotango.kyoto-fsci.or.jp

●網野支所/TEL：72-1863  ●大宮支所/TEL：68-0038
●丹後支所/TEL：75-2222  ●久美浜支所/TEL：82-0155
●弥栄支所/TEL：65-3137（火・金のみ）

京丹後市商工会だより

お問い合わせは経営支援課（原産地証明発給担当：岡）☎62-0342まで

京都府内に主たる事業所を有し、中小企業の強みを活かして経営革新、
創業、京都地域力ビジネスを行おうとする中小企業者、NPO法人等

お使い忘れはありませんか？

□使用期限：2017年12月28日㊍
取扱店：ポスター掲示の会員店舗

京丹後市優良従業員表彰式を開催しました
□11月19日（日） プラザホテル吉翠苑において表彰式を行いました
10年……京丹後市商工会長表彰　　　84名
20年……京丹後市長表彰　　　　　　70名
30年……丹後労働基準監督署長表彰　35名
40年……特別功労者表彰　　　　　　14名
以上の203名の方が表彰されました。
おめでとうございます。

　京丹後市では、商工業などを営まれるみなさんの経営を支援するため、「京丹後市商工業振興
融資制度」、「京都府中小企業融資制度」または政府系金融機関融資制度を利用して借り入れを
された事業資金融資の返済にあたり負担された利子に対して、利子補給を行っています。補給対
象期間中は毎年申請が必要です。該当するかたは必ず申請受付期間内に申請してください。

旅館等の中小企業者が取り組む訪日外国人旅行客受入の環境整備又は正規雇用促進・職
場環境整備を支援します。（補助率：15％以内、補助金額：30万円以上150万円以内）
■募集期間／平成30年1月15日㊊まで  ※詳しくは当会ホームページをご覧ください。

　　◎申請受付期間／平成30年１月４日（木）～31日（水）
＜申請方法＞
○㈱京都銀行・京都北都信用金庫・但馬信用金庫で借り入れされた融資
　『申請書』及び証明手数料に係る『承諾書兼手数料口座振替依頼書』に必要事項を記入・押印の
　 うえ、２枚セットで、商工振興課またはお近くの市民局へご提出ください。
○㈱日本政策金融公庫・その他政府系金融機関等で借り入れされた融資
　『申請書』に必要事項を記入・押印し、借入先金融機関の証明を受けたうえで、商工振興課また
　 はお近くの市民局へご提出ください。
※申請書は、商工振興課および市民局にあるほか、市ホームページからもダウンロードできます。
※借入金融機関により申請書および申請方法が異なります。
※詳しくは、12月8日発行の広報『きょうたんごおしらせ版』をご覧ください。
　　　　　　　　　　　　　　　【お問合せ先：京丹後市商工振興課　☎69-0440】

京丹後市商工業経営安定利子補給申請のご案内

年末年始の休館のお知らせ ご不便をおかけしますがよろしくお願いします。

　平成30年の新春を迎えるにあたり、会員の皆様と共に新年を寿ぎ、ひと時の歓談の機
会として、本会主催による「新年賀詞交歓会」を下記のとおり実施いたします。つきま
しては、会員の皆様どなた様でもご参加いただけますので、お誘い合わせのうえ、多数
ご参加くださいますようご案内申し上げます。

◉日　時：平成30年１月４日（木） 午後５時より
◉会　場：プラザホテル吉翠苑（峰山町杉谷943）
◉参加料：2,000円（一人）
◉出席者：市内官公庁関係者・本会役職員及び会員等（１事業所から複数人の参加も可能です）
　　　　　※参加申し込み及びお問い合わせは、本所振興課（☎62-0342）まで

新年賀詞交歓会の開催について

12月29日㊎→1月3日㊌
休　　館

12月28日㊍
仕事納め 年頭挨拶のため支所は11時より開館

１月４日㊍
仕事始め

貿易書類発行サービス
  －ご案内－

　京丹後市商工会では、貿易関係業者の皆様の貿易取引の便益に供するため、原産地
証明書をはじめとする貿易関係証明の発給を行っています。

【貿易証明書類の種類】
①一般原産地証明／原産地証明とは「貨物の原産地、つまり貿易取引される輸出
品や輸入品の国籍を証明すること」です。原産地証明書はその真実性を保証するた
めに輸出地の商工会等公的機関が証明する書類です。当商工会においては関税法
施行令第４条の２第４項に基づく加工工程方式による一般原産地証明の発給を行
います。
※経済連携協定・EPAなどの特恵関税に基づく原産地証明の発給はできません。
あらかじめご了承ください。
②サイン証明／登録台帳に基づき書面に直接ラバー証明を実施するものと証明用
紙で証明する２種類を選択いただけます。
③会員証明／京丹後市商工会の正会員である事を証明する証明書類です。
【発給対象者】京丹後市商工会会員に限ります
【発給手数料】・貿易申請業者登録証……5,000円
　　　　　　　・一般原産地証明書1件……1,000円（１件の金額にて10枚以内）
　　　　　　　・サイン証明…………………1,000円（様式、ラバー証明共）

※真正でない貿易関係証明が発給された場合、証明の国際的信用の失墜を招き、証明を
利用する多くの法人・個人が多大な不利益を被ることとなります。商工会の証明制度の
趣旨を十分にご理解いただき、真正な申請書類を作成し、証明を取得されますようお願
いいたします。

お手もとに下記商品券をお持ちの方は、使用期限までにご利用ください。お手もとに下記商品券をお持ちの方は、使用期限までにご利用ください。

【合併10周年記念商品券】

【商店団体等共通商品券】

〈取扱店様へ〉換金については商工会本
所及び各支所にて手続きください。商工
会員店舗のみ申請できます。
（換金申請は2018年1月19日まで）

□使用期限：2017年12月31日㊐
取扱店：市内商店団体加盟店ほか
〈取扱店様へ〉換金については商店団体
加盟店は代表店へ、事前募集店は商工会
本所及び各支所にて手続きください。
（換金申請は2018年1月22日まで）

きょうと元気な地域づくり
応援ファンド支援事業助成金
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中小企業の知恵を使った
事業・創業に

最大 300 万円！
募集期間

助成率等

対象事業者

平成30年1月12日㊎午後5時まで

助成率／対象事業費（税抜額）の2/3 以内
助成額／300万円以内
対象期間／原則として交付決定日から平成30年12月31日まで

－（公財）京都産業２１（企画総務部 補助金支援グループ）－

京都府・京都市・公益財団法人京都産業21・京都産業育成コンソーシアム

◎提出先／京都府丹後広域振興局  商工労働観光室 ☎62-4304（土日祝・年末年始除く、郵送不可）

京都が持つ伝統、文化、自然、景観などの地域資源の活用や地域の課題解決に資する新しい事業
▼想定される事業内容／研究開発、商品開発、販路開拓、商品化の可能性調査等
▼対象経費／事業の立ち上げ経費、試作の原材料費、展示会等の出展料・旅費、デザイン費等
▼今までの採択事例は／https://www.ki21.jp/fund/からご覧いただけます。
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別途配布の募集要領により申請してください。事業の実施地域を所管する提出先へ持参してくだ
さい。なお、郵送での受け付けはいたしませんのでご注意ください。
◉募集要領・申請書は京都産業21ホームページ（https://www.ki21.jp/fund/）や
京都産業育成コンソーシアムホームページ（http://www.kyoto-conso.jp/chie/invite.html）
からダウンロードできます。
◉対象経費等について詳しくはホームページ（https://www.ki21.jp/fund/）に掲載されていま
す事業実施の手引き、Q&A等をご確認願います。

書面と面接による審査を行い、事業の新規性、実現可能性、地域活性化への波及効果などを総合
的に判断の上、事業を採択します。採択決定は平成30年4月上旬の見込みです。
なお、平成29年度は158件申請があり、32件採択しました。

平成29年度 旅館等受入環境整備補助金（3次募集）

※京都地域力ビジネスとは／地域の課題解決を目的とし、自らが地域と連携恊働して、ビジネス的手法で仕事や雇用を
生み出しながら、継続していくことを目的とする事業活動。詳しくは京都府地域力ビジネス課（075-414-4865）へ。

□お問い合わせ先／公益財団法人京都産業21　クール京都推進部　京都創生グループ…☎075-315-8848
　　　　　 京都産業育成コンソーシアム…☎075-211-1880
　　　　　 京都市　産業観光局　新産業振興室　事業推進担当…☎075-222-3324
　　　　　 京都府 商工労働観光部 地域力ビジネス課 ※京都地域力ビジネスについて…☎075-414-4865
■京都知恵産業支援共同事業とは／京都府、京都市、公益財団法人京都産業21、京都産業育成コンソーシアムでは、自社
の強みと知恵を活かして成長発展を図る京都企業を支援するため、共同で助成事業を実施しています。
■京都産業育成コンソーシアムとは／中小企業を顧客とする視点に立ち、思い切った産業育成策を展開するために、京都
府・京都市・経済界の枠組みを超えた組織として平成23年に設立されました。伝統産業から先端産業まで、京都産業を担
う中小企業の育成を強力に推進するオール京都による体制の構築を目指しています。
〈構成・参画団体〉京都府、京都市、京都商工会議所、（公社）京都工業会、（公財）京都産業21、（公財）京都高度技術研究所


